
障がい者差別解消支援センターの運営状況

岐阜県障がい者差別解消支援センター

（令和５年４月1日～令和６年３月３１日）

【目次】
１．相談実績
２．普及啓発等の取り組み状況

資料１－２

1



１．相談実績
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１－（１） 相談件数の推移等 （Ｒ５.４.1～R６.3.３１）

◼ 相談者別では本人からの相談が８割、そのほか家族が1割、関係者や相談機関の順となる。相談方法は
電話相談が9割弱、メール相談が1割程度となっている。

◼ 令和５年４月から令和６年3月末までの相談状況は延べ 137件。月当たり約１１件。
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１－（２） 相談案件内訳①（障がい種別ごとの相談件数）

（単位：件）

障がい種別 R元 R2 R3 Ｒ４ R５

身
体
障
が
い

視覚障がい ６ ２ ３ ７ 5

聴覚障がい 2 ０ １ ２ 0

肢体不自由 1８ １８ ８ １４ 7

内部障がい 0 ０ 1

言語障がい 0 ０ 0

身体障がい 合計 ２６ ２０ １２ ２３ 13

知的障がい １ ２ ４ １ 8

精神障がい ２６ ６０ ３１ ３２ 4８

発達障がい ２９ ６９ ６５ ９８ 58

高次脳機能障がい １ ０ ０ ０ 1

難病 1 １ ０ ０

不明・その他 ９ ４ １ ５ ９

合 計 ９３ 156 1１３ １５９ 137

◼障がい種別で分類すると、精神障がいに発達障がいを合わせると約8割（昨年度7割）
と大半を占める。ついで知的障がい、次に身体障がいの人（肢体不自由）となった。障が
い特性として生きづらさを抱える人（同じ人から繰り返し）からの相談が多い。
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・内部障害・
肢体不自由、
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体の１割弱

Ｒ5＝令和5年4月1日~令和6年3月31日



主な相談
内容

R元 R2 R3 R４ R５

民間事業者に
関するもの 30 23 26 27 18

市町村に
関するもの 11 12 6 5 16

県の機関に
関するもの １ １ 2 ０ 6

国の機関
に関するもの 2 2 0 ０ 1

その他 49 118 79 127 96

計 93 156 113 159 137

◼主な相談内容としては、その他を除き、民間事業者に関するものが４割強、市町村に
関するものも4割となっている。相談内容については、多くがその他（差別ではない
が繰り返し相談がある）の内容である場合が多い。

１－（２） 相談案件内訳③（主な相談内容別の相談件数）
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◼相談分野別の対応状況は、相談者への助言・調整によるものが約8割と大半を占める。
「聴いてほしい。」という想いを感じとり、話をしっかり聴くことが重要と考えられる。

◼初期対応やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足による不快な思いから、差別と受け取られることが多い。

１－（２） 相談案件内訳④（相談案件に対する対応状況）

相談分野別 R元 R2 Ｒ3 Ｒ４ R５

相談者への
助言・調整 ７３ 140 102 １３５ 113

関係機関への
引継 2 ６ ５ ６ 2

相談者への
情報提供 ８ ５ ３ １０ 8

相談者からの
状況聴取 ５ ３ ２ １ 1

継続中
５ ２ １ ７ 1３

計 ９３ 156 113 1５9 137
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⑦相談分野別の相談件数
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②市町村担当職員研修

 

【第１回 令和５年 ６月２１日 会場：岐阜県弁護士会館（於）】

・ 令和４年度 実績報告、事例検討

１－（３） 岐阜県弁護士会との連携

相談対応にあたり岐阜県弁護士会・県内市町村と連携を行った。

①懇談会の実施

【第２回 令和５年11月15日 会場：岐阜県弁護士会館（於）】

・ 令和５年度上半期 実績報告、事例検討

7

【令和５年８月２日 会場：岐阜県庁 20階 会議室】

県内２２市町村 ２３名参加

講師…椙山女学園大学教授 手嶋 雅史氏



１－（４） 令和６年度の相談状況 （Ｒ６.４.1～R６.８.３１）

◼ 令和６年8月末までの相談件数は、８７件。
◼ 特に民間事業者に関する相談内容が増加している。
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主な相談
内容

R2 R3 R４ R５ R６
(～8月)

民間事業者に関す
るもの 23 26 27 18 23

市町村に
関するもの 12 6 5 16 6

県の機関に
関するもの １ 2 ０ 6 1

国の機関
に関するもの 2 0 ０ 1 0

その他 118 79 127 96 57

計 156 113 159 137 87



２．普及啓発等の取り組み状況

9



①市町村担当職員研修（42市町村中 22件）

令和5年度 『障がい者差別解消の相談対応に関する市町村担当者研修会』
開催日 令和５年8月2日
開催内容 ・岐阜県障がい者差別解消支援センター運営状況報告

・岐阜県障害福祉課より連絡事項
・障害者差別解消法改正のポイントと市町村の役割り

２－（１） 研修の実施（市町村全圏域研修）
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①５月25日 各務原市役所差別解消推進委員研修会(各務原市役所） ７0名
②2月27日 恵那市役所 職員研修会（恵那市役所 西庁舎）  25名

２－（２） 研修の実施（各市町村）令和5年度

②各市町村の要請による職員研修（市町村職員研修 2件）
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２－（２）-1 研修・普及啓発の実施（その他民間事業所、福祉関係機関）

①５/１６ 人権講和 （岐阜聖徳学園大学附属中学校） １１６名参加

②７/２５ 大垣市社会福祉事業団職員研修（大垣市社会福祉事業団） ３０名参加

③８/2２ 岐阜県商工会連合会経営指導員研修（美濃加茂市文化会館） ６０名参加

④８/２３ 岐阜県商工会連合会経営指導員研修（ОＫＢふれあい会館） ６0名参加

⑤８/３０   社会福祉士実習生 研修(岐阜県福祉農業会館） ６名参加

⑥９/５  岐阜県商工会連合会経営支援員研修（ОＫＢふれあい会館） 35名参加

⑦９/6   岐阜県商工会連合会経営支援員研修（郡上市産業プラザ） ３５名参加

⑧１１/8 中部ブロック身障相談員研修（大垣フォーラムホテル）  70名参加

⑨11/10 ぎふ権利擁護センター自主学習会（オンライン研修）  １０名参加

⑩１１/14  障がい・高齢連携促進研修会     ８0名参加
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２－（２）-2 研修・普及啓発（民間事業所、相談機関・教育機関等）

⑪12/7   人権週間「障がいの理解」 大野町立揖東中学校   2５名参加

⑫１２/14 大垣市荒崎小学校福祉の時間 大垣市荒崎小学校体育館   56名参加

⑬12/21  Ａ型事業所職員研修（合同会社イルソーレ）  10名参加

⑭12/26 岐阜県人事担当管理職員係長級研修（オンライン研修） 80名参加

⑮12/7   人権擁護委員連合会研修会 岐阜地方法務局  100名参加

⑯２/１４  大垣市身体障害者協会 大垣市総合福祉会館  50名参加

⑰２/２７ 恵那市福祉事業所職員研修会    50名参加

⑱３/１０ 身体障害者協会 青壮年部研修会  10名参加

※令和５年度 出前講座件数 市町村２件、民間事業者等18件 ８８6名 13
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